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〈原著論文〉

大学教員を兼務する精神看護専門看護師の活動の現状と課題

CURRENT STATUS OF ACTIVITIES CONDUCTED  
BY CERTIFIED NURSE SPECIALISTS IN PSYCHIATRIC  

MENTAL HEALTH NURSING WITH CONCURRENT POSTS  
AS UNIVERSITY FACULTY MENBERS

蒲池あずさ 1）　 武用百子 2）　 川田美和 3）　 山岡由実 4）

要　　旨
目的：大学教員を兼務する精神看護専門看護師におけるCNS活動の実際と認識，兼務しながら

CNS活動する上での課題を明らかにすることである．
方法：日本看護協会および専門看護師教育を行っている大学院のホームページで氏名が公開され
ている大学所属の精神看護専門看護師29名を対象に，独自で作成した質問紙調査を実施し，単純
集計ならびに質的分析を行った．
結果： 21名の回収が得られた（回収率72.4％）．教員になるまでのCNS活動年数は，5年目未満

の者は9名（42.9％），教員をしながらCNS活動をしている者は16名（76.2％）であった．大学教
員を兼務するCNSの経験年数が短いこと，CNSの役割はコンサルテーションが中心となるなどの
課題が明らかになった．
考察：大学教員を兼務するCNSのキャリアパスを描くなど，大学院教育からの継続教育が必要
であることが示唆された．さらに大学教員であるCNSが担える重要な役割は，社会的ニーズに応
じられる実践や教育，政策提言できるような研究活動を推進していくことである，と考えられた．

Objectives: This study was conducted to clarify actual and perceived certified nurse specialist
（CNS）activities in psychiatric mental health nursing who concurrently serve as university 
faculty members as well as the issues involved in CNS activities while they concurrently serve 
as university faculty members.

Methods: We conducted a questionnaire survey, which was created by us, of 29 CNS in 
psychiatric mental health nursing affiliated with universities whose names are open to the 
public on the websites of the Japanese Nursing Association and graduate schools that conduct 
specialized nursing education. Simple tabulation and qualitative analysis of the questionnaire 
responses were carried out.

Results: Responses were obtained from 21 individuals（response rate: 72.4％）. With regard 
to the years of experience in performing CNS activities before becoming faculty members, it 
was found that 9 individuals had＜5 years of experience（42.9％）, and 16 individuals were 
active CNS while being faculty members（76.2％）. We found that CNSs with concurrent posts 
as faculty members had less experience as a CNS and that their core role as a CNS was con-
sulting, for e.g.

Discussion: It was suggested that drawing a career path as a CNS while holding concurrent 
posts as faculty members and continuing education from graduate schools is needed. Further-
more, it was thought that the important role of CNSs who are faculty members is to promote 
practices and education suited to societal needs as well as conduct research activities to be able 
to recommend policies.
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Ⅰ．はじめに
少子高齢化に伴い，多様なヘルスニーズに対応できる
高度実践看護師（Advanced Practice Nurse: APN）の
育成は喫緊の課題である．日本看護系大学協議会
（2020）は，2040年に向けたAPNグランドデザインと
して3万人の輩出をビジョンに掲げた．育成を担う大学
院は2021年度には107校に増え，ナースプラクティ
ショナー教育課程は4課程，1998年に開講した専門看
護師教育課程にいたっては317課程にのぼるなど，育成
のための基盤は着実に固められつつある（日本看護系大
学協議会，2021）．
しかし一方では，看護系大学および大学院の顕著な増
加に伴い教員不足の深刻化が懸念されている（日本看護
系大学協議会，2019）．質の高い高度実践看護師の育成
には，その資格を有する教員による教育・指導が非常に
重要だが，そのような人材の確保に至っては，現実では
困難である．専門看護師（Certified Nurse Specialist：
以下CNSと略す）の資格更新に必要な時間数の確保は，
2020年度より教育職としての実践も実務時間に認めら
れることとなった（日本看護協会，2020）ものの，
刻々と変わる社会状況に対応できる高度実践看護師を育
成するには，教員自身現場での継続的な看護実践能力の
向上が依然として必要で，両立が難しいこともその一因
だろう．
先行研究では，CNSを兼務する教員制度の紹介（宇
都宮ら，2020）や大学教員を兼務する1名のがん看護
CNSの活動報告（喜田下他，2019）がみられた．しか
し大学教員を兼務するCNSの活動実態や課題は未だ明
らかにされていない．高度実践看護師育成には，その促
進や大学院志願者の獲得といった課題も多く，看護系大
学，大学院の教員として，看護実践と教育両方のスキル
向上が必要だが，その中でのCNSとしての活動の意義
や，どのようにキャリア形成するかについて十分に検討
されていない．
また，全分野の中でも精神看護分野はがん看護分野と
共に認定開始年度から育成が始まり，2021年時点での
認定登録人数はがん看護分野に次いで2番目に多いもの
の，その割合はがん看護分野の4割にも満たない（日本
看護協会，2021a）という課題を抱えている．しかし学
校・大学に所属している人数は多く，登録人数に比して
高い割合（がん看護分野の約2倍）を示している（日本
看護協会，2021a）．登録人数が伸び悩んでいる現状は，
精神看護分野に携わる母数を反映している可能性はある
が，その一方で教育機関に携わる人数割合が高いという
状況は，今後ますます精神看護専門看護師が高度実践看
護師育成の責務を担う可能性が高いことを示唆している
と言える．そのため，精神看護分野において大学教員を

兼務するCNSの現状を明らかにし，課題を検討する意
義が高いと考えた．

Ⅱ．研究目的
本研究の目的は，大学教員を兼務する精神看護専門看

護師におけるCNS活動の実際と活動に対するCNSの認
識を明らかにすることである．本研究により，大学教員
を兼務する精神看護専門看護師の課題を検討し，活動の
意義とキャリア形成についての示唆を得ることができる．

Ⅲ．研究方法
本研究は自由記載を含む無記名の自己記入式質問紙を
用いた量的記述的研究である．先行研究を基に研究者間
で独自に質問紙試案を作成し，過去に大学に所属し教員
とCNSを兼務した経験のある者3名にプレテストを実
施し，質問紙の洗練化を図った．質問内容は，基本属
性，関わっている教育，CNS活動内容，協力体制に対
する認識，活動や働きやすい役割や業務，兼務する上で
の課題などである．研究対象者は，日本看護協会ホーム
ページで所属が公開され大学に所属している精神看護専
門看護師，および専門看護師教育課程を行っている大学
院のホームページで氏名が公開されている精神看護専門
看護師29名である．そのうち，質問紙の回答，返信を
もって同意が得られた者とした．データ収集期間は
2017年1月の約1か月間．回収した質問紙は単純集計を
行った．また，自由記載については，CNSの認識に焦
点を当て，質的に分析を行った．

Ⅳ．倫理的配慮
研究協力者に文書で，本研究の主旨および意義につい
て，無記名の自己記入式質問紙であり個人は特定されな
いこと，研究への参加は自由意思であり参加の有無によ
り不利益を受けないこと，プライバシーの保護や機密保
持，匿名性の保障について，研究論文の公開について，
資金源・利益相反について，研究計画書の閲覧と研究協
力者からの問い合わせについて，経済的負担・謝礼につ
いて説明し，質問紙の回答，返送をもって承諾を得たと
みなすこととした．なお本研究は，所属施設である神戸
市看護大学倫理委員会の承認（No. 2016-1-12）を得て
実施した．

Ⅴ．結　果
基本属性，CNS活動の実態，状況，働きやすさ，兼

務する上での課題と解決策，兼務する理由と継続意思に
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ついて以下に述べる．
自由記載内容は同じ意味のものをカテゴリーとしてま
とめ【　】で示す．

1．基本属性
質問紙は29名全対象者に配布し，21名の回収が得ら

れた（回収率72.4％）．
現在の職位について，教授1名（4.8％），准教授1名

（4.8％），講師7名（33.3％），助教・助手12名（57.1％）
であった．所属大学の大学院の有無について，大学院あ
り18名（85.7％），CNS教育課程あり（うち1名は精神
看護分野なし）15名（71.4％）であった．CNS教育課
程に「職務として関わっている」5名（23.8％），「実働，
補佐として関わっている」4名（19.0％），「関わってい
ない」6名（28.6％）で，実習指導をしている者は6名
（28.6％）だった．そのうち看護実践時間として申請また
は申請予定している者は4名（19.0％）で，年間平均申
請時間は，270時間2名（9.5％），490時間1名（4.8％），
無回答1名（4.8％）であった．
大学教員としての通算経験年数は，1年目4名

（19.0％），2年 目3名（14.3％），3年 目5名（23.8％），
4年目0名（0％）で1～4年目で半数以上を占め，5年目
2名（9.5％），6年目以上7名（33.3％）であった．大学
教員をしながらCNS活動をしている者は21名中16名
（76.2％）であった．

CNS認定後の経験年数は，1年目0名（0％），2年目3
名（14.3％），3年目3名（14.3％），4年目3名（14.3％）
で5年目未満の対象者は21名中9名（42.9％），5年目以
上の対象者は21名中12名（57.1％）であった．教育経
験年数は，CNS5年目未満の対象者は平均3.8年，5年目
以上の対象者では平均4.7年であった．

2．CNS活動の実態
大学教員をしながらCNS活動をしている16名の活動
の実態について述べる．
活動フィールドは，掛け持ちしている者もおり，1か

所 10名（62.5％），2か所 4名（25.0％），3か所 2名
（12.5％）あった．これらの活動フィールドの内訳（複数
回答あり）は，「大学学部実習または大学院実習フィール
ド」5名（21％），「大学と設置母体と同じ，または関連し
ている病院」6名（25％），「大学の近隣で専門看護師の
ニーズがある病院」2名（8％），「大学の遠方で専門看
護師のニーズがある病院」4名（17％），「元々，働いて
いた病院」6名（25％），「その他（大学と設置母体と同
じ，相談窓口）」1名（4％）であった．
活動時間は，定期的な活動をしている者は16名中12

名（75％）で，そのうちCNS5年目未満3名（25％），
CNS5年目以上9名（75％）だった．週平均8時間，月
平均32時間，不定期な活動をしている者は年間平均
185時間で40時間～350時間，その他（非常勤講師で講
義3回と適宜相談等）で4時間以上であった．
活動時の主な役割（上位3位）として回答が多かった

のは，「コンサルテーション」16名（100％），「患者・
家 族 に 対 す る 実 践」11名（68.8％），「教 育」11名
（68.8％）であった（表1参照）．主な役割1位について
CNS5年目未満と5年目以上を比較したところ，5年目
以上は「コンサルテーション」5名，「患者・家族に対
する実践」5名であったが，5年目未満は「実践」が1名
にとどまり，「教育」3名，「その他（Nsのメンタルヘ
ルス）」2名と違いがみられた．
活動する際の位置づけは，「看護管理室」4名

（25.0％），「看護管理室」「診療部・医局」「多職種医療
チーム（リエゾンチーム）」1名（6.3％），「看護管理室」
「多職種医療チーム（リエゾンチーム）」1名（6.3％），
「看護管理室」「看護相談室」1名（6.3％），「病棟」2名
（12.5％），「外来」2名（12.5％），「多職種医療チーム
（リエゾンチーム，訪問チーム）」2名（12.5％），「その
他（相 談 施 設， デ イ ケ ア， 非 常 勤 講 師）」3名
（18.8％），「多職種医療チーム（緩和ケアチーム）」0名
（0.0％）であった．「看護管理室」を拠点としてフリー

表1　専門看護師活動の主な役割（上位3位）（N＝16）

役割機能 1位［*注1］ 2位［*注1］ 3位［*注1］ 合計（*注2）

コンサルテーション 5名［0名/5名］ 7名［3名/4名］ 4名［3名/1名］ 16名（100％）

患者・家族に対する実践 6名［1名/5名］ 2名［0名/2名］ 3名［2名/1名］ 11名（68.8％）

教育 3名［3名/0名］ 3名［1名/2名］ 5名［0名/5名］ 11名（68.8％）

研究 0名［0名/0名］ 4名［2名/2名］ 1名［0名/1名］ 5名（31.3％）

倫理調整 0名［0名/0名］ 0名［0名/0名］ 0名［0名/0名］ 0名（0％）

調整 0名［0名/0名］ 0名［0名/0名］ 1名［1名/0名］ 1名（6.3％）

その他（Nsのメンタルヘルス） 2名［2名/0名］ 0名［0名/0名］ 0名［0名/0名］ 2名（18.2％）

無回答 0名［0名/0名］ 0名［0名/0名］ 2名［0名/2名］ 2名（18.2％）

*注1；［5年目未満/5年目以上］
*注2；（　）内の割合は，CNS活動をしている16名中の割合を示す
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で横断的に活動している者が多かった．
契約上の身分は，大学側として，「年休」0名（0.0％），

「職免」3名（18.8％），「職免」「出張」1名（6.3％），「出
張」2名（12.5％），「研修」5名（31.3％），「その他（職
務としての兼業）」5名（31.3％）であった．医療機関等
からの報酬について（複数回答あり）は，「報酬あり」
は7名（38.9％），「報酬あり」「交通費あり」は3名
（16.7％）であった．「交通費あり」3名（16.7％），「報
酬なし」「交通費なし」5名（27.8％）であった．「報酬
あり」の中には，報酬は大学側に入金され，「交通費」
は大学院の予算から出張費として支払われる場合もあっ
た．報酬金額は，おおよその時給で「3500円以上」3名
（30.0％），「2500円～3500円」3名（30.0％），「1500
円～2500円」4名（40.0％），「500円～1500円」0名
（0.0％）であった．

3．CNS活動の状況
CNS活動時の医療機関等および大学からの協力体制に

ついて，それぞれの認識を以下に述べる．「とてもある」
「少しある」を『ある』，「ほとんどない」「全くない」を
『ない』とし，協力体制についてのCNSの認識を各々の
表に示した．
1）CNS活動時の医療機関等の協力体制

CNS活動における医療機関等からの具体的な協力体
制については，「とてもある」8名（38.1％），「少しあ
る」9名（42.9％），「ほ と ん ど な い」3名（14.3％），

「全くない」1名（4.8％）であった．
協力体制が『ある』について，【スタッフに周知され
活用されている】【学内業務を優先させて日程調整に協
力してくれる】【看護部長と活動について直接やりとり
できる】【評価してくれていることが報酬で実感できる】
であった．『ない』については，【CNSとして積極的な
活用がない】であり，その他「接点がない」「無回答」
という記載もあった（表2）．
2）CNS活動時の大学側の協力体制

CNS活動における大学からの具体的な協力体制につい
て，「とてもある」4名（19.0％），「少しある」（38.1％）
8名，「ほとんどない」6名（28.6％），「全くない」3名
（14.3％）であった．
協力体制が『ある』について，【会議等の日程調整して

くれる】【大学教員として実践の必要性を理解してくれて
いる】【実践活動を理解してくれている】【大学業務に支
障のない範囲で認めてくれる】であった．『ない』につい
ては，【教員不足による活動の限界がある】【CNS活動は
個人の活動と捉えられている】【CNS活動が大学教員と
しては不必要であるという認識がある】【入職時の説明と
異なり活動できない状況がある】であった（表3）．

4． CNSと大学教員を兼務することでの各々の立場の
働きやすさについて

CNSと大学教員を兼務することでの各々の立場の働
きやすさについて，CNSを兼務することにおける大学

表2　医療機関等側の専門看護師活動に関する協力体制についてのCNSの認識（自由記載）

カテゴリー 記述内容

ある 
N＝17

スタッフに周知され活用
されている

病院横断的な活動についてスタッフに周知されている

教育・研究・困難ケースについての依頼や相談を多く頂ける．組織のニーズに合った活
動内容についての検討がスムーズである．（時間はかかるが）

学内業務を優先させて 
日程調整に協力して 
くれる

学内業務を優先させる事を契約として申し出ており，急な日程の変更も比較的柔軟に対
応して頂いている

日程調整に協力的．活動できる範囲の依頼内容にとどめてくれている

公務が優先であることに理解を示してくださっています

活動曜日を固定化できず，1ヶ月前に調整しているが，どの曜日でも自由に選択させてく
れているためになんとか活動継続ができている．突然の会議，所要で曜日変更をせざる
を得ない

看護部長と活動について
直接やりとりできる

部長の考えを聞く機会をよくもってくれる．活動している内容，予定を理解し，積極的
に活用してくださる

看ゴ部長と活動内容，方法について相談ができ，活動部署との調整をしていただいている

勤務できる日・時間は年々減っているが，雇用契約を継続してくれている．雇用契約が
あることで，労災や電力ルへの記録など，業務上，安全管理上もスムーズに仕事が行え
る環境となっている．

評価してくれていること
が報酬で実感できる

CNSとしての教育や研究に携わることに協力的で報酬も出してくれている

メール・電話対応についても評価してくれている（給与として評価）

ない 
N＝4

CNSとして積極的な 
活用がない 研修講師の依頼のみで病院が他の理由で積極的にCNSを活用しようすることはない
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教員としての働きやすいこと・働きにくいことを表4
に，大学教員を兼務することにおけるCNSとして活動
しやすいこと・活動しにくいことを表5に示した．

CNSを兼務することにおける大学教員としての働き
やすいことについては，教育が9名（45.0％），研究が
10名（50.0％），社会貢献が11名（55.0％）であった．
働きにくいことについては，研究が6名（30.0％），組
織貢献が8名（40.0％）であり，なしと回答した者も6
名（30.0％）であった．
一方，大学教員を兼務することにおけるCNSとして
活動しやすいことについては，コンサルテーションが7
名（35.0％）， 教 育 が14名（70.0％）， 研 究 が17名
（85.0％）であった．活動しにくいことについては，実
践が14名（70.0％），調整が10名（50.0％），倫理調整
が8名（40.0％）であった．なしと回答した者は，いず
れも1名（5.0％）であった．

5． 大学教員がCNSを兼務する上で現場に出ること
の必要性と課題および解決策

大学教員がCNSとして現場に出ることの必要性につ
いて，また，大学教員がCNSを兼務する上での課題と，

その対策について以下に述べる．
1）大学教員がCNSとして現場に出ることの必要性
大学教員がCNSとして現場に出ることの必要性とし

て挙げられたのは，【実践科学である教育者・高度実践
を行うCNSとしての当たり前】【実践知としての看護学
の発展】【質の高い教育】【外部資源である大学教員に対
する臨床ニーズへの呼応】【自身のキャリア・CNS資格
維持】であった（表6）．
2）大学教員がCNSを兼務する上での課題
大学教員がCNSを兼務する上で課題として挙げられ

たのは，【タイムリーに臨床ニーズに応える活動の難し
さ】【不定期活動による信頼関係の築きにくさ】【両立す
ることの心身の負担の大きさ】【CNS活動上の立場の曖
昧さ】【教員評価にCNS活動が反映されないこと】で
あった（表7）．
3）大学教員がCNSを兼務する上での課題への解決策
大学教員がCNSを兼務する上で課題と考える解決策

には，【大学教員の評価に実践内容を含むこと】【大学・
病院の連携促進と兼務システムの整備】【CNS認定・更
新システムの整備】【CNSキャリアパスにおける大学教

表3　大学側の専門看護師活動に関する協力体制についてのCNSの認識

カテゴリー 記述内容

ある 
N＝12

会議等の日程調整 
してくれる

領域内の会議の日程調整をCNS活動に合わせて行ってくれる

領域内の会議などに限られますが活動日には会議を組まないように配慮して頂いています

大学教員として実践の 
必要性を理解してくれて
いる

大学が実践教育を重んじているから

実践活動を理解してくれ
ている

上司がCNS活動をすることに積極的であり，CNS活動についての相談をしやすい

臨床研修という形で学外でのCNS活動を認めてもらえているから

看護協会や病院等からの研修依頼に対して，理解がある

大学業務に支障のない 
範囲で認めてくれる

実習中でなければ制限されることはない

実習中2Wのうち1回は活動日として保障してくれている（領域）

大学としては教育と大学業務を優先するスタンスだがCNSとしての兼務や兼業は支障の
ない範囲なら認めてはくれている．（活動の時間上限はあるが）

ない 
N＝9

教員不足による活動の限
界がある

領域内の人員が少ないため，活動を行う事が実質難しい状況にある．この件で，大学側
に協力を要請した事はない

CNS活動は個人の活動と
捉えられている

他の先生方と同じ処遇．非常勤で外勤務されている方々と同じ

ほぼ個人の活動として行っているため

CNS活動が大学教員とし
ては不必要であるという
認識がある

更新にあたり，実践時間の証明がもらえなかった，明確な活動時間をもうけてもらえない

CNS活動に後押しや協力的考え，姿勢はない

大学の仕事が優先と言われている

どの教員も週に1日の研修，研究日が認められており，その範ちゅうで活動している．大
学，大学院教員としての業務を最優先とし，業務に支障がでるならばCNS資格継続を
まっ先に切り捨てるように，数回上司から念を押されている

入職時の説明と異なり活
動できない状況がある

入職前の話とは全く異なっていて驚いた．他領域のCNSを持つ教員も同じ経験をしてい
る
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育の位置づけの明確化】【CNSとして大学・病院双方に
役立つと思われる能力を高める努力】【両立するための
優先順位をつけた時間管理】【CNS実践に評価としての

報酬を得ること】であった（表8）．

表5　大学教員を兼務することにおけるCNSとして活動しやすいこと・活動しにくいこと（複数回答可）　（n＝20）

役割内容 活動しやすいこと 活動しにくいこと

実践 3名（15.0％） 14名（70.0％）

コンサルテーション 7名（35.0％） 3名（15.0％）

教育 14名（70.0％） 1名（5.0％）

調整 3名（15.0％） 10名（50.0％）

倫理調整 2名（10.0％） 8名（40.0％）

研究 17名（85.0％） 2名（10.0％）

その他（文献が入手しやすい）（研究等の時間が少なくなる） 1名（5.0％） 1名（5.0％）

なし 1名（5.0％） 1名（5.0％）

表4　CNSを兼務することにおける大学教員としての働きやすいこと・働きにくいこと（複数回答可）　（n＝20）

内容 働きやすいこと 働きにくいこと

教育 9名（45.0％） 2名（10.0％）

研究（論文・著書・学会発表） 10名（50.0％） 6名（30.0％）

社会貢献（地域交流・市民学習支援，専門職支援，外部委員・学会活動等） 11名（55.0％） 2名（10.0％）

組織貢献（各種委員会活動他，学内運営に関する貢献等） 3名（15.0％） 8名（40.0％）

その他（時間的・体力的に厳しい） 0名（0.0％） 2名（10.0％）

なし 3名（15.0％） 6名（30.0％）

表6　大学教員がCNSとして現場に出ることの必要性

カテゴリー 記述内容

実践科学である教育者・ 
高度実践を行うCNSとしての 
当たり前

看護者は，教育者であれ実践をともなうことが必要だと思う

臨床実践と教育，研究が切り離されることなく，良い循環を生むことが大切だと思うので，大
学教員は「臨床経験者」ではなく「臨床実践者」である必要があると思う

実践の学問なので，教育・研究者ではなく実践者として現場に出ることは当然のこととして必要

実践のリアリティーを失ってしまえば，臨場感のある教育は難しい（学生へのデメリット）

実践知としての看護学の発展

「教育」，という新たな臨床では，臨床（病院）現場で求められる新たな知見と密接に関連して
いると考える

現場の実際を教育や研究につなげられる

教育と実践の間を行き来することができる（実践に即した理論開発が可能になる）

実践を通し，スタッフ等が何に困っているのかなど明確になるし，リサーチクエスチョンもう
まれる

質の高い教育

変化していく現場を肌で感じることで教育内容が精選される

教育するうえで，実践例をまじえ，学生に伝えることが出来る

臨床と教育をつなげる

現場の実際を教育や研究につなげられる

外部資源である大学教員に 
対する臨床ニーズへの呼応

周りにまきこまれずに冷静にその場を判断し，介入やアドバイスなどができる

看護の質の向上とともにスタッフを育てる視点をもって関われる

自身のキャリア・CNS資格維持 現場の必要性というよりも自分自身のキャリア（資格維持）のために現場に出ている
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6． 大学教員とCNSを兼務する理由とCNSとしての
継続意思

CNSでありながら大学教員をしている理由（複数回
答可）については，「大学側から要請があったため」7
名（20.0％），「専門看護師の経験を活かして学部の看護
基礎教育をするため」10名（28.6％），「専門看護師の

経験を活かして大学院の専門看護師教育をするため」6
名（17.1％），「専門看護師は持っているが，学部の看護
基礎教育がしたいため」1名（2.9％），「専門看護師は
持っているが，大学院教育がしたいため」2名
（5.7％），「専門看護師は持っているが，看護研究がした
いため」4名（11.4％），「社会からのニーズがあると考

表7　大学教員がCNSを兼務する上での課題

カテゴリー 記述内容

タイムリーに臨床ニーズに応える 
活動の難しさ

活動が不定期のため大学優先で現場のニーズに応えるのが困難である

直接ケアなど継続した必要な介入ができない

不定期活動による信頼関係の築きにくさ 不定期活動で信頼関係が築きにくい

両立することの心身の負担の大きさ

活動時間確保が困難である

研究とCNS活動との両立が困難である

体力や精神的負担が大きい

遠方で行き来が困難である

モチベーションの維持が難しい

CNS活動上の立場の曖昧さ

設置母体の関連先でCNS活動の制限や評価が曖昧

職務の体制が明確になっていないため，実践時間の証明を十分にしてもらえない

活動に対する報酬や保障がない

教員評価にCNS活動が反映されないこと 大学側のCNS活動評価がない

表8　対象者が考える大学教員とCNSを兼務する上での課題への解決案

カテゴリー 記述内容

大学教員の評価に実践内容を 
含むこと

組織内での明確な位置付けがあること

大学での実践評価を持ち人事上の評価基準があること

大学・病院の連携促進と 
兼務システムの整備

大学組織と病院組織の理解と連携

大学としてCNSを取得している教員の活動について，指針，雇用についての規則があること

大学側にも病院側にも兼務のスタイルを確立

CNS認定・更新システムの整備 看護基礎教育での勤務時間を実践時間数として認める

CNSキャリアパスにおける 
大学教育の位置づけの明確化 大学院→臨床→教員→臨床というようにCNSのキャリアパスが当たり前となるような流れ

CNSとして大学・病院双方に 
役立つと思われる能力を 
高める努力

限られた時間と環境の中でも実践に関与し続けること

体力と大学の組織や領域の理解と協力を得ること

各個人の労力を惜しまないという価値観とスタミナを持つこと

対人関係能力を高めること

自己満足にしないこと

研究費を獲得して活動するノウハウ，学問と教育，臨床実践のつながりを体感的な学べる

CNSとして，教育と臨床の橋渡しを担うこと

大学側，臨床側，双方がメリットを感じられる活動を展開

両立するための優先順位を 
つけた時間管理

臨床時間と専任教員としての時間管理

実習中は臨床にいかず学部の責務に専念，フィールドを変更

CNS実践に評価としての 
報酬を得ること CNS活動に対して報酬を得ること
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え た た め」1名（2.9％），「特 に な い」0名（0.0％），
「その他」（キャリアと収入，戻りたくても臨床に戻れな
い，臨床で理解が得られなかった，臨床ができる看護師
が基礎教育に関わるべき）4名（11.4％）であった．
大学教員であるがCNSとしての継続意思について，

「大学教員と専門看護師を両立して活動を続けたい」12
名（57.1％），「専門看護師として専任で活動したい」5
名（23.8％），「専門看護師活動はせず大学教員としてだ
けでいい」0名（0.0％），その他（その時々の報酬と勤務
地次第，両立したいが週1程度の活動を施設側が受け入
れるかどうか，大学院教育を担ってみて必要だと考えら
れたら続けたい，分からない）4名（19.0％）であった．

Ⅵ．考　察
ここでは，本調査より明らかになった大学教員を兼務
するCNSの活動の現状からみた課題，そしてキャリア
パスの必要性について考察を深める．

1． 大学教員を兼務するCNSの活動の現状からみた
課題

大学教員を兼務するCNSの活動に関する課題の1つ
目は，CNSとしての経験年数の少なさと考える．本研
究では，回答のあった21名中約半数（9名42.9％）が
CNS経験年数5年未満であった．Hamric et al.（1989）
は，CNSが役割を獲得するまでには，オリエンテー
ション期，フラストレーション期，実践，統合までの4
つの段階を経て完成段階に到達するが，一般的に高度実
践看護師としての実践を始めてから3～5年を要するこ
とを述べている．つまり兼務している人のおよそ半数
が，CNSとしての統合に至らないまま高度実践看護師
の育成に携わる可能性があるということである．本研究
では，定期的な活動をしている16名中CNS5年目未満
は3名（25％）にしかすぎず，かつ主な活動内容は
CNS5年目以上と比較するとコンサルテーションと実践
の割合が少ないという現状が明らかになった．これら活
動内容の違いもCNS 5年目未満が統合に至っていない
ことを反映していると考えられると同時に，その段階で
大学教員を兼務することでさらにCNSとしての統合に
時間を要するという問題も生じるのである．
さらに，Larsen et al.（2003）は，新人CNSがロー

ルモデルをもつことの重要性について，CNSとしての
ゴールを可視化していくことによって成長を促すという
点と，ロールモデルを通してCNSとしてのネットワー
クを広げ，社会的成長を促すと述べている．CNSの経
験年数が5年未満の者の場合，ロールモデルをもつ機会
も少ないと考えられ，問題の本質を見抜く力やコンサル
タントとして組織参入し，コンサルティと関係を発展さ
せる力，解決法を考案するには未熟である可能性があ

る．大学教員を兼務するCNSの経験年数の少なさとい
う課題は，彼らのアイデンティティの確立やネットワー
クの拡大を妨げ，役割獲得が停滞する可能性を生じてし
まうだろう．
大学教員を兼務するCNSがコンサルテーションを主
な役割としていた状況を考慮した継続教育を受ける機会
やロールモデルをもつ機会を得られるような支援とし
て，CNS教育課程をもつ大学や日本専門看護師協議会
が提供する研修プログラムを活用することが望まれる．
大学教員をしながらCNS活動をする上での2つ目の
課題は，CNSに求められている6つの役割を担いにく
く偏りが生じやすい点と，CNSと大学教員の役割間で
コンフリクトが生じる可能性があるという点であろう．
CNSの活動の実態ではコンサルテーション，実践，教
育が主な役割であるにも関わらず，大学教員がCNSを
兼務する上で活動のしにくさは，実践や調整であり，特
に実践について，役割は求められるが活動しにくいとい
う状況が明らかになっている．兼務する上での課題で示
された【タイムリーに臨床ニーズに応える活動の難し
さ】【不定期活動による信頼関係の築きにくさ】【CNS
活動上の立場の曖昧さ】などからも，タイムリーな直接
ケアの実践や調整のしにくさがうかがえた．
ただし，この状況下でも施設のニーズの中から自身の
置かれた状況に合わせた活動を選択して活動がなされて
いる．CNSの6つの役割は，相手のニーズに合わせて
自分の役割を変えることができるという柔軟性を表して
おり，その意義を理解し，どのように相手のニーズに応
えていくかを学ぶことが重要である（田中 ,2015）．ま
たCNS制度の本来の目的は，「複雑で解決困難な看護問
題を持つ個人，家族及び集団に対して水準の高い看護ケ
アを効率よく提供する」ために知識・技術を深めた専門
看護師を社会に送り出し，保健医療福祉の発展に貢献し
併せて看護学の向上をはかることである（日本看護協
会，2021b）．このことからも，CNSとしての役割開発
をどのようにしていくのかについて，CNS教育課程お
よび修了後の役割開発がシームレスに行われるような継
続教育体制が必要であると考える．宇都宮他（2020）
は，ダブルアポイントメント教員として大学4：病院6
の割合で活動しているが，大学附属病院でも組織への周
知を大学院生の演習・実習時から示していく必要性を述
べている．大学教員がCNSを兼務し臨地で活動するた
めには，大学と病院の連携を行い，大学教員が臨地に出
入りして活動することが当たり前になるような文化が根
付くよう，兼務システムの土壌作りが必要である．兼務
システムが整備されれば，兼務する上での課題への対策
にもなるだろう．
さらに，大学教員とCNSを兼任する理由として，

CNS経験や資格を活かして看護基礎教育やCNS教育を
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したいと54.3％が回答し，兼務の継続希望も57.1％で
あった．大学教員としての責務を果たせるよう厚生労働
省（2010）が示す看護教員に求められる5つの能力（教
育実践能力，コミュニケーション能力，看護実践能力，
マネジメント能力， 研究能力）とCNSの役割機能との
関連性を示し，自身のCNS経験を発展できるようFD
（Faculty Development）を充実させることも必要であ
る．

2． 大学教員を兼務するCNSのためのキャリアパス
の必要性

上述の通り，CNSとして経験の浅い者が教育現場に
職を移すことについては課題もあるが，CNSの活躍の
場の拡大，新たな役割創造のチャンスとも捉えることが
できる．CNSとしての能力を発揮することで，実践・
教育・研究のリンケージの促進者として，重要な役割を
果たすことも可能であろう．
そのためには，課題への解決策として【CNSとして
大学・病院双方に役立つと思われる能力を高める努力】
でも示されたように，CNSとしての能力の研鑽を積み
ながら，教育者としての力も向上させていけるような
キャリアパスが必要と考える．キャリアパスが示される
ことで，課題として挙げた役割獲得の停滞も防ぐことが
可能であろう．また，大学教員の場合，研究時間の確保
が容易であると考えられるため，その強みを活かし，実
践に根差した研究への取り組み方や研究スキルの向上に
ついてのパスを示すことは重要であろう．米国では，
CNSのための博士後期課程（Doctor of Nursing Prac-
tice： DNPコース）が2006年に設置され，日本でも
2017年に聖路加国際大学で開講された（吉田他，
2017）．CNSに研究力が求められていることは事実で
あり，大学教員である強みを活かした実践的なCNSの
研究は，超高齢化社会を迎えている日本において，社会
のヘルスニーズに呼応すると考える．そして，厚生労働
省が掲げる地域包括ケアシステムの構築や医療イノベー
ションの推進において，CNSが果たせる役割と可能性
は大きいと考える．様々な場におけるニーズを分析し，
ニーズに応えられるような実践や教育，さらには政策提
言できるような研究活動を行うことは，大学教員である
CNSが担える重要な役割の一つであり，キャリアパス
に加えることが可能であると考える．
さらに，大学教員は，協力関係にある組織から様々な
相談を受けることも多く，コンサルテーション力を活か
せる機会にも恵まれている（川崎他，2011, 2012）．本
研究結果からみても，コンサルテーションは外部者であ
る大学教員が果たしやすい役割と言えよう．外部コンサ
ルテーション事例の積み上げは，社会の本質的なニーズ
の把握につながり，新たなヘルスケアシステムの構築や
発展に寄与することも可能であろう．このような役割を

発展させていくことも，CNSの新たなキャリア開発へ
とつながり，パスの一つとなり得るかもしれない．

2020年度より，教育職としての実践のみで，CNSの
認定更新が可能となった．本研究の対象者の多くは，現
場でのCNSとしての実践時間の確保に苦労していたた
め，教育職であるCNSにとっては朗報と言えよう．し
かし，CNSの基盤は，やはり現場における実践力であ
ると考える．そのため，十分な実践力を身につけるため
の努力だけは怠ってはならないことも強調したい．

3．本研究の限界
本研究は，対象を精神看護分野のCNSに限定したた
め母数が少数となり，かつ半数以上が助教・助手と，教
員としても経験が浅かった．今後は大学教員を兼務する
全分野のCNSも対象とし，CNS全般，分野特性，職位
や経験年数による比較をし，現状と課題を明らかにする
必要がある．また，客観的評価として，所属機関への調
査や，教育・研究者としての視点での調査も必要であろ
う．
今回，大学教員とCNSを兼務した経験のあるCNS3

名に質問紙のプレテストを行ったが，得られた自由回答
やさらなる質的研究をふまえて，質問項目の洗練化を図
り，データを蓄積していく必要があると考えられた．ま
た，米国を含めた諸外国のCNSの状況についてさらに
知見を得，我が国におけるCNSのキャリア形成につい
て考察を深めることも必要である．

Ⅶ．結　論
本研究は，大学教員を兼務する精神看護専門看護師の

活動の現状について調査した．大学教員を兼務しながら
CNS活動上の課題は，活動している者のおよそ半数が
CNSとしての経験年数が5年未満の者（42.9％）である
点が挙げられた．また活動の主な役割として最も多かっ
たのは，「コンサルテーション」（100％）で，次いで「実
践」や「教育」が68.8％であった．そのため，経験の短
いCNSが継続教育を受ける機会やロールモデルをもつ機
会を得られるような支援が必要であると考えられた．
さらに，大学教員という立場を活かし，特定の臨床現
場におけるニーズだけではなく，社会のニーズを分析
し，ニーズに応えられるような実践や教育，さらには政
策提言できるような研究活動を行っていくことが，大学
教員を兼務するCNSが担える重要な役割となるのでは
ないかと考えられた．
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